
水質総量削減に係る
検討状況について

（第9次水質総量削減）

参考資料



水質総量削減制度



水質汚濁防止法に基づく総量削減の
指定水域及び指定地域



COD汚濁負荷量の推移

（出典) 「発生負荷量管理等調査」(環境省)及び関係都府県による推計結果
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S54→H26
瀬戸内海 ６０％削減

H16→H26
大阪湾を除く瀬戸内海 ２５％削減
大阪湾 ３７％削減

京都府内の発生負荷量



海域毎の環境基準の達成率（COD）

大阪湾

瀬戸内海
（大阪湾を除く）

近年横ばい
難分解性有機物の存在
出水や外海、気候変動の影響など
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窒素汚濁負荷量の推移

（出典) 「発生負荷量管理等調査」(環境省)及び関係都府県による推計結果

京都府内の発生負荷量

H11→H26
瀬戸内海 ３５％削減

H16→H26
大阪湾を除く瀬戸内海 １５％削減
大阪湾 ２７％削減



りん汚濁負荷量の推移

（出典) 「発生負荷量管理等調査」(環境省)及び関係都府県による推計結果

0

1

2

54 59 元 6 11 16 21 26 31

1.8 1.9

1.2 1.2 1.2

1.9

1.2 1.2
1.1

汚
濁
負
荷
量
（
ト
ン
/日
）

年度

実績 目標

京都府内の発生負荷量

H11→H26
瀬戸内海 ３９％削減

H16→H26
大阪湾を除く瀬戸内海 １６％削減
大阪湾 ２９％削減



海域毎の環境基準の達成率（全窒素・全りん）

大阪湾

瀬戸内海
（大阪湾を除く）

基準達成率は上昇
冬季低温期のノリ養殖への影響懸念

大阪湾奥部は栄養塩類の偏在



大阪湾（抜粋）
大阪湾においては、窒素及びりんについて、平成22 年度から環境基準の類型指定が行

われている３水域の全てで環境基準が達成された状況が続いており、栄養塩類の不足が
指摘されている水域もある。ＣＯＤについては、一部で環境基準を達成していない水域が
あり、湾奥部において貧酸素水塊が依然として発生しているものの、底質や底生生物の生
息状況が改善するなど底層環境の改善傾向が見られる。

このため、湾全体としては現在の水質を維持するための取組を継続しながら、湾奥部な
ど問題が発生している特定の水域において、局所ごとの課題に対応する必要があると考
えられる。

対策に当たっては、ＣＯＤ、窒素及びりんのいずれも更なる汚濁負荷量の削減のための
規制の強化は行わず、これまでの取組を維持することが妥当である。湾奥部など一部の水
域において貧酸素水塊などの問題が発生しているが、負荷削減によりその他の水域で指
摘されている栄養塩類の不足が更に進む懸念もあることから、総量規制としての汚濁負荷
削減ではなく、栄養塩類の偏在の解消に向け、後述する（２）の対策を局所的に講ずる必
要がある。なお、特定の水域によっては、汚濁負荷削減が最も有効かつ現実的な手法とな
る場合もあることから、局所対策としての汚濁負荷削減を否定するものではない。

なお、令和７年に大阪・関西万博の開催が予定されており、魅力ある地域資源としての発
信の好機であることに鑑み、きれいで豊かな海の実現に向けた取組の推進が重要である。

出典：「第９次水質総量削減の在り方について（総量削減専門委員会報告案）」に対する意見の募集（パブリックコメント） R2.2.10～2.23



大阪湾を除く瀬戸内海（抜粋）
大阪湾を除く瀬戸内海においては、第６次水質総量削減よりいずれの指定項目について

も更なる負荷削減を求めていないものの、窒素及びりんの環境基準達成率は 96.5％まで

向上し、窒素及びりんの環境基準はほぼ達成された状況が続いており、栄養塩類の不足
が指摘されている水域もある。ＣＯＤの環境基準達成率はＡ類型において 45.1％と改善が
不十分であるものの、Ｂ類型とＣ類型の達成率はそれぞれ 89.1％、100％と高く、ＣＯＤ濃
度もこれまでの水準が維持されている。

このように、大阪湾を除く瀬戸内海の水質は他の指定水域に比較して良好な状態であり、
現在の水質が悪化しないように留意しつつ必要な対策を継続することが妥当と考えられる。

対策に当たっては、引き続きこれまでの取組を維持することが妥当である。また、瀬戸内
海全域では、令和２年答申を踏まえ、生物多様性・生物生産性の確保の重要性に鑑み、地
域における水域利用の実情を踏まえ、必要に応じ、順応的かつ機動的な栄養塩類の管理
等、特定の水域ごとのきめ細やかな水質管理を行うことが妥当である。

出典：「第９次水質総量削減の在り方について（総量削減専門委員会報告案）」に対する意見の募集（パブリックコメント） R2.2.10～2.23



第9次京都府総量削減計画の策定に向けて

瀬戸内海環境保全特別措置法水質汚濁防止法

法改正

瀬戸内海の環境の保全に関する京都府計画
（府県計画）

現計画 H28年11月
計画期間：概ね10年
点検・見直しの頻度：概ね5年ごと

令和３年11月頃 計画見直し

現計画 H29年６月
目標年度：平成31年度

令和４年６月頃 策定

第９次総量削減計画

中央環境審議会：第９次総量削減の在り方について

＊順応的な栄養塩類管理制度の導入
（流域ごとを基本とし、府県計画に記載）

＊水域ごとの規制基準の設定

環境省：瀬戸内海環境保全基本計画の改正

環境省：第９次総量削減基本方針




